
高校無償化を契機とした高校教育改革の実現
～地域・社会・経済の持続成長に向けた人財育成の抜本強化～



通信制高等学校の生徒数（公私別推移） 生徒数の推移（公私別推移）

https://www.shigaku.or.jp/news/student.pdf?utm_source=chatgpt.comhttps://www.mext.go.jp/content/20250212-mxt_koukou01-000040207_03.pdf

【参考】高校教育に関する現在の潮流

〇私立広域通信制に通う生徒数は過去１０年で 約２倍に急増（１１万人から２３万人）。小中学
校での不登校生徒数の増加や、通信制高校・サポート校への民間参入の増加等により、このままいくと今後
も私立広域通信制高校へ通う生徒は増加することが見込まれる。

〇また、都市部の私立中高一貫校の人気などもあり、公立・私立の生徒の割合は年々私学の割合が高まり、
過去１０年で私立の割合が３３％から３９％へと増加。
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私学が多く集まる大都市圏に多くの公金が流れるとともに、

都市部の私学へ地域からの生徒の流出を加速させるリスク
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地方創生や一極集中の是正に逆行しうる高校無償化

2025年4月14日西日本新聞 https://www.nishinippon.co.jp/item/o/1339079/

「高校無償化」の追加経費の支給割合

2025年3月6日日本テレビ https://news.ntv.co.jp/category/politics/f1e10a35fdc14c7b843530617fee7dd9

地域における唯一の公立高校や専門高校を衰退させ地方創生を逆流させることのないよう、無償化と併せて、

地域唯一の高校や専門高校等の魅力化へ抜本的支援策を講じる必要がある



高校への抜本的な支援強化の方向性

【課題】多様で質の高い教育の実現に向け、公立高校への支援の拡充は不可欠であるが、その際、ハード
（施設・設備等）とソフト（人員・指導体制面等）の一体的な充実が鍵となる。

特に、地域や社会に開かれつながる教育の実現や質の高い探究的・文理横断的・実践的な学びの推進に
向けて、高校と地域・大学・産業界等の関係機関や多様な専門人材等とつなぐコーディネート人財の配置を
はじめとした指導体制の充実が重要である。しかし、単年や３か年程度の事業予算では継続的に必要な
人的指導体制の充実や計画的な施設・設備の充実等は実現できない。

【支援策】高校への支援を継続的に行うことができる1000億円超の交付金等を構築

コーディネーターの配置や地域留学及びICTを活用した学校間連携の推進、デジタル・オンライン教育、DX・
AI、グローバル人材の育成、へき地の小規模高校及び専門高校の機能強化などといった継続的に必要な支
援を行うために年間1000億円は活用できる交付金ないし基金を構築し、各地域や高校の実態に応じて
多様で質の高い教育の実現を図られるようにすべきである

内閣府総合科学技術・イノベーション会議 教育・人材育成ワーキング・グループ（第３回）資料より

参考

・所得制限なしで私立45.7万円加算付きの高校無
償化を実現するのに年間約4000億円が必要。

・施設・設備の整備（デジタル・オンライン教育及び産
業教育・理数教育強化に向けた環境整備、寮の整
備等）・・・約940億円（47都道府県×20億円）

・高校と地域や産業界・大学・海外等をつなぐコーディ
ネート人材の配置・・・約230億円（650万円
×3500校）※右図。

・兼業・副業も含む多様な人財の活用・・・約70億円
（200万円×3500校） 等 4



5

「高校無償化」を契機とした高校教育改革、

そして日本の持続成長への人財育成を抜本的に強化する好機。

高校教育改革への国の支援の抜本強化が実現するようご協力お願い致します。

【参考】経済財政運営と改革の基本方針2025（骨太の方針） 令和７年６月13日閣議決定
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【参考】令和８年度 文部科学省概算要求主要事項
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【参考】令和８年度 文部科学省機構・定員要求の主要事項
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高校教育改革のグランドデザインの３つの柱 （案）

〇 いわゆる高校無償化を単なる負担軽減策に留めず、大学・大学院等の改革を見据えた高校教育改革の起爆剤とするために、
年1000億円超の高校教育改革交付金等を創設し、特に重要分野における先導的な事業を強力に推進することで、中等教育・高
等教育の一気通貫の改革による我が国の地域・社会・経済の持続成長に真に裨益する人財育成を抜本的に強化する。

中学

高校
以降

日本の地域・社会・産業の持続成長に真に裨益する高付加化価値人財の育成
～持続的価値共創による新たな地方創生・経済成長そして「科学技術・人財立国」の実現へ～

【普通科高校の改革・理数強化】

大学・大学院等の教育改革

＜高大接続改革＞

＜中高接続改革＞
偏差値軸ではなく自分軸による意志ある進路選択

支
援
策

デジタル・オンライン教育に向けた環境整備、
コーディネーターの配置、地域留学、交流・
越境学習の推進、スクールバス等のアクセス
確保等

支
援
策

デジタル・理数系教育に必要な環境整備、
高大連携、国際交流・海外連携の推進、
コーディネーターの配置、マルチキャンパス化
等

体
制

• 大学をはじめとした研究機関や国際機
関等との連携協働体制の構築

教
育

• 探究・文理横断的な学び
• 情報・理数系教育等の抜本強化
（デジタルや理数・学際領域等に関する
新しい普通科等への転換・再編も含む）

人
財
像

• AI・DX・GXやフロンティア領域等を牽
引する科学技術・イノベーション人財、

• グローバル・リーダー人財

※普通科を含む高校は延べ3,678校（全高校生の
約74％が普通科に通い、そのうち約7割が文系）

支
援
策

産業教育施設・設備・装置の整備・充実、
産業界等からの人財の派遣・採用及び兼
業・副業も含む人財活用、寮機能の整備
等

中学校等の教育改革
キャリア教育・進路指導、総合的な学習（探究）の時間、越境学習の抜本強化 等

海外の生徒の日本留学
（在外子女・日系生・日本語学習生等）

地域の生徒の地元進学 都市部の生徒の地域留学

【専門高校の機能強化・高度化】

体
制

• 成長産業化を図る企業をはじめとした産業
界等との連携協働体制の構築

教
育

• 先端技術を活用した実践的な学び
• アントレプレナーシップ教育等の抜本強化
（成長分野への学科再編・転換や専攻科
の充実・高専化も含む）

人
財
像

• AIやデジタル・ロボット等も活用するアド
バンスト・エッセンシャルワーカー

• 一次・二次産業等の持続成長を牽引する
高度専門人財

※全国の全日制・定時制の高校のうち、職業教育を
主とする学科を設置する高校は1,451校

高校

【地域唯一の高校の魅力化】

※全国の市区町村（1,741）のうち、公立高校の
立地が1である市区町村は609（35.0%）

体
制

• 地元市町村をはじめとした地域関係機関
等との連携協働体制の構築

教
育

• 地域資源を活用した学び・越境学習
• デジタル・遠隔教育等の抜本強化
（単位制化やオンライン・通信も活用した
単位互換・学校間連携も含む）

人
財
像

• 新時代の地方創生を牽引する越境人財
• 地域でデジタルや先端技術等も活用し、
世界とつながり価値共創する人財

取扱注意
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高校教育改革の実現に向けて(案) 

・高校無償化に併せて年1000億円超の高校教育改革交付金等を創設し、特に重要分野における先導的
な事業を強力に推進することを通して、多様で質の高い高校教育を実現し、日本の地域・社会・経済の持続成長に
向けた人財育成を抜本的に強化する

目
標

今
後
の
想
定
イ
メ
ー
ジ
（
変
更
の
可
能
性
あ
り
）

【10月～】知事会・町村会や都道府県教育長協議会、全高長などの要望に盛り込んでいただき要請活動

【10月～】「高校教育改革を実現する会」※より提言書の公表、記者発表・院内集会等を開始

【11月～】R７年度補正予算に、改革を先導する緊急性の高い施設・設備の整備等の前倒し実施を盛り込む

【12月末】R８年度予算及び９年度からの高校教育改革交付金等の構築の政治決着（閣議決定）

【年度内】国による高校教育改革グランドデザインの策定・公表

【R8年】各都道府県での公立高校改革実行計画の策定

【R9年】R８年度補正予算・R９年度予算で各都道府県の実行計画への交付・改革実行

取扱注意
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年末までの間、国や地方選出の国会議員の先生などへ、高校教育改革推進のため
の1000億円超の交付金等の実現に向けた要望の声を届けて頂ければ幸いです。
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